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1.  平成24年3月期の連結業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 12,243 △16.6 692 △69.3 693 △69.7 317 △77.3
23年3月期 14,687 9.6 2,256 88.2 2,291 89.8 1,399 192.8

（注）包括利益 24年3月期 285百万円 （△78.8％） 23年3月期 1,351百万円 （167.1％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年3月期 29.54 ― 2.3 3.0 5.7
23年3月期 130.08 ― 10.7 11.4 15.4

（参考） 持分法投資損益 24年3月期  4百万円 23年3月期  27百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 25,466 13,718 53.9 1,275.23
23年3月期 20,638 13,626 66.0 1,266.68

（参考） 自己資本   24年3月期  13,718百万円 23年3月期  13,626百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

24年3月期 △78 △5,565 5,213 1,786
23年3月期 3,165 △1,871 △666 2,224

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年3月期 ― 9.00 ― 9.00 18.00 193 13.8 1.5
24年3月期 ― 9.00 ― 9.00 18.00 193 60.9 1.4
25年3月期(予想) ― 9.00 ― 9.00 18.00 41.2

3. 平成25年 3月期の連結業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 5,950 △20.1 380 △64.8 400 △60.1 250 △59.1 23.24
通期 12,870 5.1 720 4.0 750 8.2 470 47.9 43.69



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期 10,953,582 株 23年3月期 10,953,582 株
② 期末自己株式数 24年3月期 196,156 株 23年3月期 195,876 株
③ 期中平均株式数 24年3月期 10,757,519 株 23年3月期 10,757,869 株

（参考）個別業績の概要 

平成24年3月期の個別業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 11,900 △16.6 627 △70.1 627 △70.3 268 △78.8
23年3月期 14,264 6.6 2,094 75.0 2,112 79.7 1,265 192.6

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

24年3月期 24.98 ―
23年3月期 117.59 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 25,008 13,511 54.0 1,256.04
23年3月期 20,101 13,431 66.8 1,248.51

（参考） 自己資本 24年3月期  13,511百万円 23年3月期  13,431百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手続
は終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる
場合があります。 
２．上記の業績予想に関する事項は、2～3ページ「１.経営成績 （１）経営成績に関する分析」をご参照ください。 
３．当社は、平成24年６月６日に機関投資家・アナリスト向けの決算説明会を開催する予定です。当日使用する決算説明資料については、開催後速やかに当社
ホームページに掲載する予定です。 
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(１）経営成績に関する分析 

① 当連結会計年度の概況 

当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災の影響によるサプライチェーンの寸断や電力供給の制約など

により、多くの産業で生産活動が急激に低下しました。下期は、震災からの復旧が進み、自動車関連産業を中心に回

復の傾向となりましたものの、欧州の債務危機、中国経済の減速およびタイの洪水被害に加え、歴史的な円高の影響

もあり、厳しい状況で推移しました。 

当社グループの関連市場であるエレクトロニクス業界におきましても、薄型テレビを中心とする民生機器市場にお

ける世界的な需要低迷による在庫調整などにより、市況は低迷しました。 

このような状況のなか、セパレータ事業では、第１四半期はアルミ電解コンデンサ業界におけるグローバルな生産

急増現象が発生し、予想を上回る受注状況となりましたが、下期に入るとその反動による在庫調整局面に加えて欧州

の信用不安拡大により、急激かつ大幅な受注減少となりました。 

回路基板事業は、新製品の開発および受注活動など再構築を進めているものの新規の受注には結びついておらず、

また、従来品についても価格競争による受注減少が続いております。 

 この結果、当社グループの当連結会計年度の売上高は、122億４千３百万円（前連結会計年度比24億４千３百万

円、16.6％減）の実績となりました。 

  利益面につきましては、下期からの急激な受注の減少を受け、人件費・経費の削減、設備投資の抑制ならびに製

品、原材料の在庫圧縮などの経営合理化策を実施しましたが、主力事業における売上高の減少およびそれにともなう

稼働率低下による売上原価率の上昇により、営業利益は６億９千２百万円（前連結会計年度比15億６千３百万円、

69.3％減）、経常利益は６億９千３百万円（前連結会計年度比15億９千８百万円、69.7％減）、当期純利益は、回路

基板事業の不振にともない同事業の固定資産６千３百万円の減損損失を特別損失に計上したこと、また、法人税率の

変更の影響などにより、３億１千７百万円（前連結会計年度比10億８千１百万円、77.3％減）となりました。  

② セグメント別の業績 

［セパレータ事業］ 

 セパレータ事業の売上高は、115億円（前連結会計年度比20億３千４百万円、15.0％減）の実績となりました。利

益面につきましては、売上高の減少およびそれにともなう大幅な稼働率低下による売上原価率の上昇により、営業利

益は11億３千３百万円（前連結会計年度比15億３千２百万円、57.5％減）の実績となりました。品目別の業績は次の

とおりであります。 

・コンデンサ用セパレータ 

 上期は、好調な省エネ機器向け中高圧アルミ電解コンデンサ用セパレータを中心にセットメーカーが震災後に実需

以上の在庫を確保する動きがあり、受注は高水準で推移しましたが、下期は、欧州、中国および国内における各種補

助金や助成金の終了に加えて、世界的な薄型テレビ・パソコンの販売低迷や積みあがった在庫の調整もあり、受注は

大きく減少しました。 

 第４四半期に入り、世界的な在庫調整の一巡から受注は回復基調にありますものの、当連結会計年度の売上高は、

97億５千５百万円（前連結会計年度比19億１千１百万円、16.4％減）の実績となりました。 

・電池用セパレータ 

  今年度から本格的に販売を開始したリチウムイオン電池用セパレータに加え、上期には、アルカリマンガン電池

向けでの震災特需などがありましたが、下期は、世界的な景気低迷などの影響を受け当連結会計年度の売上高は、17

億４千５百万円（前連結会計年度比１億２千２百万円、6.6％減）の実績となりました。 

［回路基板事業］ 

 当事業におきましては、新製品の開発および受注活動などの再構築を進めているものの新規受注には結びついてお

らず、また、従来品についても価格競争による受注減少が続いており、当連結会計年度の売上高は、７億３千３百万

円（前連結会計年度比２億９千万円、28.4％減）、営業損失は３億４千９百万円（前連結会計年度は２億８千８百万

円の営業損失）の実績となりました。 

［その他］ 

（設備エンジニアリング） 

 当連結会計年度の売上高は９百万円（前連結会計年度比１億１千９百万円、92.5％減）、営業損失は２千５百万円

（前連結会計年度は２千５百万円の営業利益）の実績となりました。  

１．経営成績
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③ 次期連結会計年度の見通し 

次期の経済見通しは、タイの洪水被害の解消などのプラス要因はあるものの、中国などの新興国の景気減速懸念

や欧州債務問題、不安定さの残る米国経済など、先行き不透明な状況であります。また、わが国経済におきまして

も、自動車や電気機械といった一部業種での景況感改善などはありますが、不安定な為替相場や電力不足などの懸念

もあり、予断を許さない状況が続くものと予想されます。 

このような国内情勢のなか、セパレータ事業の回復レベルは過去のピークに届かないものの、堅調な車載用やス

マートフォン関連製品の充電アダプター用に加え、上期はパソコンやロンドン五輪向け民生機器用途、下期には国内

震災復興需要が見込まれ、緩やかな回復基調で推移していくものと思われます。 

また、安定供給体制の確立を目的として一昨年の８月に建設を決定した米子工場につきましては、９月稼働開始

および早期の安定稼働をはかり、供給体制の整備に努めてまいります。 

一方、回路基板事業は、自社生産の多機能樹脂の開発と販売に重点を置き進めてまいります。 

 その結果、翌連結会計年度の売上高は128億７千万円（当連結会計年度比６億２千６百万円、5.1％増）と見込んで

おります。 

     セグメント別売上高予想                             （単位:百万円） 

 （注）（ ）内は各セグメント売上高の内数を表しております。   

 また、翌連結会計年度の利益面につきましては、米子工場の減価償却負担増をはじめ、初期の立ち上げコスト等が

発生するため、営業利益は７億２千万円（当連結会計年度比２千７百万円、4.0％増）、経常利益は７億５千万円

（当連結会計年度比５千６百万円、8.2％増）、当期純利益は４億７千万円（当連結会計年度比１億５千２百万円、

47.9％増）と見込んでおります。 

   

(２）財政状態に関する分析 

 ①資産、負債及び純資産の状況 

 当連結会計年度末における総資産は、米子工場建設にともなう有形固定資産の取得等により、前連結会計年度末

に比べ48億２千７百万円増加し、254億６千６百万円となりました。 

 負債につきましては、長期借入の実施および約定返済、未払法人税等の減少により、前連結会計年度末に比べ47

億３千６百万円増加し、117億４千８百万円となりました。 

 また、純資産の部は、前期決算に係る配当ならびに中間配当等による減少があるものの、当期純利益３億１千７

百万円を計上したことによる利益剰余金の増加等により前連結会計年度末に比べ９千１百万円増加し、137億１千

８百万円となりました。 

  

品    目 
第２四半期連結 

累計期間予想 
通期予想 

対当連結会計 

年度実績比 

【セパレータ事業】 

 ・コンデンサ用セパレータ 

 ・電池用セパレータ 

【回路基板事業】 

【その他】 

５，６５０ 

(４，８００)

(８５０)

２９０ 

１０ 

１２，１４０ 

(１０，４００)

(１，７４０)

６５０ 

８０ 

105.6％ 

(106.6％)

(99.7％)

88.7％ 

825.4％ 

合 計 ５，９５０ １２，８７０ 105.1％  
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 ②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度は、たな卸資産の増加、法人税等の支払、生産設備投資、長期借入れの実施および約定返済等

をおこなった結果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物は17億８千６百万円（前連結会計年度末比４億

３千８百万円、19.7％減）となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

税金等調整前当期純利益６億１千１百万円、減価償却費13億７千７百万円、たな卸資産の増加額６億４千６百

万円、法人税等の支払11億８千１百万円等により、営業活動の結果使用した資金は７千８百万円（前連結会計年度

は31億６千５百万円の収入）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 生産設備投資等56億４千２百万円等により、投資活動の結果使用した資金は55億６千５百万円（前連結会計年度

比36億９千３百万円、197.4％の支出増）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 長期借入れ66億円の実施および約定返済11億４千９百万円等により、財務活動の結果得られた資金は52億１千３

百万円（前連結会計年度は６億６千６百万円の支出）となりました。 

  

   当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは、次のとおりであります。 

（注）１．各指標の内容 

     自己資本比率：自己資本/総資産 

     時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産 

     キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/営業キャッシュ・フロー 

     インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー/利払い 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

   ３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用

しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負

債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使

用しております。 

  

  平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期  平成23年３月期  平成24年３月期 

自己資本比率（％） 60.3 57.7 64.1 66.0 53.9

時価ベースの自己資本比

率（％） 
43.0 24.4 50.4 109.5 54.6

キャッシュ・フロー対有

利子負債比率 
0.8 31.1 2.1 0.8 △102.0

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ 
88.3 3.6 33.1 122.8 △2.5
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(１）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、主要製品であるコンデンサ用セパレータ・電池用セパレータ・回路基板などエレクトロニクス産

業に不可欠な材料・部品を供給することにより顧客満足度を高め、エレクトロニクス産業の発展に寄与し、世界に役

立つ仕事をしている集団であることを基本理念として高品質な製品をもとに事業活動を展開しております。 

また、「安全と健康はすべてに優先する」という基本方針のもと、安全・健康管理体制の確立と従業員に対する

安全衛生教育の徹底をはかり、無事故・無災害の職場を実現させるために全社をあげて真摯に取り組む所存であり

ます。 

 同様に、地球環境の保全に努め環境と調和した「人と環境に優しい企業活動」をおこなうため、ＩＳＯ１４００１

に準拠した環境マネジメントシステムを全社的に運用しております。 

 当社グループは、主事業のコンデンサ用セパレータにおいて高い市場シェアを有していることから、国内外の顧客

への安定的な供給責任の追求が企業使命であると認識しております。 

 一方、このセパレータ事業は、その製造工程と製造技術の面から生産設備（抄紙設備）の新設・増設および維持に

は多額の設備投資を必要とする業態であり、財務の健全性および株主価値の向上をはかることを経営の重要課題と考

えております。  

  

(２）目標とする経営指標 

 当社グループは、装置産業の特徴を有しており一時的に多額の設備投資を必要とする業態のため営業キャッシュ・

フローを重視し投資効率や経営効率を高めることが重要と考えております。株主利益重視の観点から、資本効率を高

めるために、収益性の向上を目標として事業を推進しており、安定的に自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）８％以上の

達成をめざしております。  

  

(３）中長期的な会社の経営戦略  

 当社グループの主力であるセパレータ事業は、エレクトロニクス業界の動向に大きく影響を受ける業態でありま

す。短期的には市場変動に大きく左右されますが、中長期的には「環境・エネルギー」をキーワードに、ＣＯ２削減

や風力・太陽光発電などの地球温暖化対策分野、ＨＥＶ（ハイブリッドカー）・ＥＶ（電気自動車）・スマートグリ

ッド（次世代電力網）などのエネルギー有効利用分野、電力回生利用用途への応用が期待される蓄電デバイス分野を

今後の最重要マーケットと位置づけ高性能アルミ電解コンデンサ用セパレータや、電気二重層キャパシタ・リチウム

イオン電池用などの独自性の高いセパレータの製品開発と拡販に努めるとともに、燃料電池用などの電解質膜の研究

開発に取り組み、付加価値の向上に努めてまいります。 

  

(４）会社の対処すべき課題 

 当社グループは、全事業内容について選択と集中を基本に重点課題を明確にし、経営資源の有効な投入および活用

をより一層進めてまいります。 

 セパレータ事業は、当社製品の特徴である高品質、高信頼性製品の開発スピードアップをはかるとともに、今後

も、拡大する環境・エネルギー分野での用途拡大およびＢＣＰの観点での安定供給体制の整備に努めてまいります。

戦略製品である電気二重層キャパシタ用セパレータは、同キャパシタの用途がグローバルな環境対策自動車や風力発

電というエネルギー分野に特化していることが製品の強みであり、国内外の自動車メーカーが燃費向上技術として採

用を始めるなど、今後大きな広がりをもつものと思われます。また、リチウムイオン電池用セパレータは、ＨＥＶや

産業機器用途への拡販を重点に活動してまいります。 

 回路基板事業は、売上高の減少に歯止めがかからず４期連続の営業損失という厳しい状況となっておりますが、独

自の樹脂合成技術を活かした新製品の開発・拡販を進めてまいります。 

  また、新規事業創出への取り組みとして進めている「無機有機ナノハイブリッド型電解質膜」については、実用生

産に向けたノウハウを蓄積し、事業化をはかってまいります。 

  

(５）内部管理体制の整備・運用状況 

 当社の内部管理体制の整備・運用状況につきましては、別途公表しておりますコーポレート・ガバナンスに関する

報告書の「内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況」をご参照ください。   

２．経営方針
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３．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,424,559 1,786,382

受取手形及び売掛金 3,485,413 3,240,243

有価証券 800,000 －

商品及び製品 1,274,455 1,413,156

仕掛品 88,992 49,345

原材料及び貯蔵品 1,288,722 1,809,760

繰延税金資産 236,133 111,533

その他 246,509 607,332

貸倒引当金 △62 △58

流動資産合計 8,844,724 9,017,697

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 8,819,817 9,041,193

減価償却累計額及び減損損失累計額 △6,257,352 △6,528,490

建物及び構築物（純額） 2,562,465 2,512,703

機械装置及び運搬具 27,458,151 27,752,526

減価償却累計額及び減損損失累計額 △22,583,205 △23,443,726

機械装置及び運搬具（純額） 4,874,945 4,308,799

土地 1,636,648 2,437,250

建設仮勘定 898,119 5,419,571

その他 1,435,784 1,454,984

減価償却累計額及び減損損失累計額 △1,219,825 △1,261,135

その他（純額） 215,958 193,849

有形固定資産合計 10,188,137 14,872,174

無形固定資産   

ソフトウエア 35,924 19,332

その他 4,132 30,249

無形固定資産合計 40,056 49,582

投資その他の資産   

投資有価証券 420,692 437,210

繰延税金資産 635,340 569,059

その他 530,981 542,188

貸倒引当金 △21,000 △21,000

投資その他の資産合計 1,566,014 1,527,458

固定資産合計 11,794,208 16,449,215

資産合計 20,638,933 25,466,912
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 701,678 507,369

短期借入金 470,308 417,851

1年内返済予定の長期借入金 619,600 1,779,580

未払金 1,023,096 847,207

未払法人税等 775,869 5,981

設備関係支払手形 3,990 －

設備関係未払金 519,067 1,114,881

その他 504,231 386,834

流動負債合計 4,617,842 5,059,706

固定負債   

長期借入金 1,527,700 5,818,126

繰延税金負債 21,231 24,842

退職給付引当金 626,548 610,263

役員退職慰労引当金 219,010 235,760

固定負債合計 2,394,489 6,688,991

負債合計 7,012,332 11,748,697

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,241,749 2,241,749

資本剰余金 3,942,363 3,942,363

利益剰余金 7,733,558 7,857,685

自己株式 △164,453 △165,153

株主資本合計 13,753,218 13,876,645

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △37,103 △30,771

為替換算調整勘定 △89,514 △127,659

その他の包括利益累計額合計 △126,617 △158,430

純資産合計 13,626,601 13,718,215

負債純資産合計 20,638,933 25,466,912
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 14,687,431 12,243,709

売上原価 10,546,819 9,773,366

売上総利益 4,140,611 2,470,342

販売費及び一般管理費 1,884,207 1,777,779

営業利益 2,256,404 692,563

営業外収益   

受取利息 3,521 5,044

受取配当金 6,513 6,853

持分法による投資利益 27,554 4,859

助成金収入 103,021 32,996

受取保険金及び配当金 1,394 5,786

その他 10,679 15,061

営業外収益合計 152,684 70,602

営業外費用   

支払利息 24,833 33,419

為替差損 91,200 33,667

その他 1,806 2,912

営業外費用合計 117,840 69,998

経常利益 2,291,248 693,167

特別損失   

固定資産売却損 811 －

減損損失 － ※1  63,893

固定資産除却損 14,595 17,323

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 22,971 －

投資有価証券評価損 3,360 －

特別損失合計 41,738 81,216

税金等調整前当期純利益 2,249,510 611,951

法人税、住民税及び事業税 879,776 108,019

法人税等調整額 △29,630 186,168

法人税等合計 850,145 294,187

少数株主損益調整前当期純利益 1,399,364 317,763

当期純利益 1,399,364 317,763
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（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 1,399,364 317,763

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △27,284 6,331

為替換算調整勘定 △10,360 △38,082

持分法適用会社に対する持分相当額 △10,556 △62

その他の包括利益合計 △48,201 △31,813

包括利益 1,351,163 285,950

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 1,351,163 285,950

少数株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 2,241,749 2,241,749

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,241,749 2,241,749

資本剰余金   

当期首残高 3,942,349 3,942,363

当期変動額   

自己株式の処分 13 －

当期変動額合計 13 －

当期末残高 3,942,363 3,942,363

利益剰余金   

当期首残高 6,517,078 7,733,558

当期変動額   

剰余金の配当 △182,884 △193,636

当期純利益 1,399,364 317,763

当期変動額合計 1,216,480 124,127

当期末残高 7,733,558 7,857,685

自己株式   

当期首残高 △163,957 △164,453

当期変動額   

自己株式の取得 △512 △700

自己株式の処分 16 －

当期変動額合計 △495 △700

当期末残高 △164,453 △165,153

株主資本合計   

当期首残高 12,537,220 13,753,218

当期変動額   

剰余金の配当 △182,884 △193,636

当期純利益 1,399,364 317,763

自己株式の取得 △512 △700

自己株式の処分 30 －

当期変動額合計 1,215,997 123,427

当期末残高 13,753,218 13,876,645
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △9,818 △37,103

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △27,284 6,331

当期変動額合計 △27,284 6,331

当期末残高 △37,103 △30,771

為替換算調整勘定   

当期首残高 △68,597 △89,514

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △20,916 △38,145

当期変動額合計 △20,916 △38,145

当期末残高 △89,514 △127,659

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △78,415 △126,617

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △48,201 △31,813

当期変動額合計 △48,201 △31,813

当期末残高 △126,617 △158,430

純資産合計   

当期首残高 12,458,805 13,626,601

当期変動額   

剰余金の配当 △182,884 △193,636

当期純利益 1,399,364 317,763

自己株式の取得 △512 △700

自己株式の処分 30 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △48,201 △31,813

当期変動額合計 1,167,796 91,614

当期末残高 13,626,601 13,718,215
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 2,249,510 611,951

減価償却費 1,310,320 1,377,267

減損損失 － 63,893

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 22,971 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △11 △4

退職給付引当金の増減額（△は減少） 44,113 △16,285

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 16,760 16,750

投資有価証券評価損益（△は益） 3,360 －

受取利息及び受取配当金 △10,034 △11,897

支払利息 24,833 33,419

為替差損益（△は益） 4,689 △2,965

持分法による投資損益（△は益） △27,554 △4,859

有形固定資産売却損益（△は益） 811 －

有形固定資産除却損 14,195 17,323

無形固定資産除却損 400 －

売上債権の増減額（△は増加） 454,841 235,275

たな卸資産の増減額（△は増加） △213,941 △646,325

その他の資産の増減額（△は増加） △72,951 △50,797

仕入債務の増減額（△は減少） △57,735 △185,736

未払消費税等の増減額（△は減少） △120,367 △2,757

その他の負債の増減額（△は減少） △167,532 △338,870

その他 33,898 27,067

小計 3,510,578 1,122,445

利息及び配当金の受取額 10,729 11,904

利息の支払額 △25,767 △31,646

法人税等の支払額 △330,508 △1,181,304

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,165,030 △78,599

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,940,846 △5,642,379

有形固定資産の売却による収入 1,334 －

補助金の受入れによる収入 － 107,328

無形固定資産の取得による支出 △3,054 △11,971

投資有価証券の取得による支出 △324 △378

関係会社貸付金の回収による収入 100,000 －

貸付けによる支出 － △200

貸付金の回収による収入 － 200

その他 △28,354 △17,668

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,871,243 △5,565,069
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △98,185 △42,926

長期借入れによる収入 800,000 6,600,000

長期借入金の返済による支出 △1,184,600 △1,149,594

自己株式の取得による支出 △482 △700

配当金の支払額 △182,884 △193,636

財務活動によるキャッシュ・フロー △666,152 5,213,143

現金及び現金同等物に係る換算差額 △10,399 △7,651

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 617,234 △438,177

現金及び現金同等物の期首残高 1,607,325 2,224,559

現金及び現金同等物の期末残高 2,224,559 1,786,382
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      該当事項はありません。  

  

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 当連結会計年度の期首以後におこなわれる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）および「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正） 

 「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第

114号）および「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平

成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率の

引下げおよび復興特別法人税の課税がおこなわれることとなりました。これにともない、繰延税金資産および繰延税

金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の40.4％から、平成24年４月１日に開始する連結会計年度から平成26年

４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については37.8％に、平成27年４月１日に開始する連

結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については35.4％となります。 

 この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は72,922千円減少し、法人税等

調整額が69,688千円、その他有価証券評価差額金が3,233千円それぞれ増加しております。 

  

  

※１ 減損損失  

当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。 

 当社は、管理会計上の区分を基礎として資産のグルーピングをおこなっております。 

 収益性が著しく低下した資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失63,893千円(建物及び構築物

33,882千円、機械装置及び運搬具23,886千円、その他の有形固定資産746千円、ソフトウエア5,377千円）を特別

損失に計上いたしました。 

 なお、回収可能価額は正味売却価額をゼロとして見積もっております。  

  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）追加情報

（７）連結財務諸表に関する注記事項

（連結損益計算書関係）

用途 種類 場所 

回路基板 
製造設備  

建物及び構築物・ 
機械装置及び運搬具・ 
その他の有形固定資産・ 

ソフトウエア 

高知県高知市 
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１．報告セグメントの概要  

  当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討をおこなう対象となっているものでありま

す。 

 当社は、アルミ電解コンデンサ用および電池用として使用されるセパレータの製造・販売を主事業とし

て、耐熱性合成樹脂を応用加工した回路基板の製造 ・販売の事業活動をおこなっております。 

 したがって、当社は、「セパレータ事業」および「回路基板事業」の２つを報告セグメントとしておりま

す。各報告セグメントの主要製品は、以下のとおりであります。 

   

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報 

  前連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不織布設備の設計・販売・

技術指導等を含んでおります。 

  

（セグメント情報等）

セグメント情報

セパレータ事業 アルミ電解コンデンサ・導電性高分子固体コンデンサ用セパレータ、アルカリ乾電池・

リチウムイオン電池・ニッケル水素電池・電気二重層キャパシタ用セパレータ、特殊電

池用セパレータ、産業用特殊紙 

回路基板事業 ＦＰＣ（超薄型フレキシブル基板）、ソクシール（耐熱性接着剤、カバーレイインク） 

  

報告セグメント 
その他 
（千円）  
（注） 

合計 
（千円） 

セパレータ 
事業 

（千円） 

回路基板 
事業 

（千円） 

計 
（千円） 

売上高           

外部顧客への売上高  13,535,057  1,023,485  14,558,543  128,888  14,687,431

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 ―  ―  ―  ―  ―

計  13,535,057  1,023,485  14,558,543  128,888  14,687,431

セグメント利益又はセグメン

ト損失(△) 
 2,666,249  △288,970  2,377,279  25,560  2,402,839

セグメント資産   16,977,884  1,075,812  18,053,697  22,387  18,076,084

その他の項目  

減価償却費  

持分法投資利益  

持分法適用会社への投資額  

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額  

 1,282,922

―

―

2,192,404

 23,806

27,554

126,438

9,090

 1,306,729

27,554

126,438

2,201,494

 

 

 

 

586

―

―

―

 1,307,315

27,554

126,438

2,201,494
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  当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不織布設備の設計・販売・

技術指導等を含んでおります。 

  

３．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

   

（単位：千円）

（単位：千円）

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない研究開発費であります。  

（単位：千円）

（注）全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない資金（現金及び預金）等であります。  

  

報告セグメント 
その他 
（千円）  
（注） 

合計 
（千円） 

セパレータ 
事業 

（千円） 

回路基板 
事業 

（千円） 

計 
（千円） 

売上高           

外部顧客への売上高  11,500,842  733,175  12,234,017  9,692  12,243,709

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 ―  ―  ―  ―  ―

計  11,500,842  733,175  12,234,017  9,692  12,243,709

セグメント利益又はセグメン

ト損失(△) 
 1,133,909  △349,952  783,957  △25,281  758,676

セグメント資産   22,334,152  813,128  23,147,281  3,690  23,150,972

その他の項目  

減価償却費  

減損損失  

持分法投資利益  

持分法適用会社への投資額  

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額  

  

 

1,352,827

―

―

―

6,103,492

 

 

21,550

63,893

4,859

131,235

1,850

 

 

1,374,377

63,893

4,859

131,235

6,105,343

 

 

 

 

 

261

―

―

―

―

 

 

1,374,639

63,893

4,859

131,235

6,105,343

売上高  前連結会計年度 当連結会計年度 

報告セグメント計  14,558,543  12,234,017

「その他」の区分の売上高  128,888  9,692

連結財務諸表の売上高  14,687,431  12,243,709

利益  前連結会計年度 当連結会計年度 

報告セグメント計  2,377,279  783,957

「その他」の区分の利益  25,560  △25,281

全社費用（注）  △146,434  △66,112

連結財務諸表の営業利益  2,256,404  692,563

資産 前連結会計年度 当連結会計年度 

報告セグメント計  18,053,697  23,147,281

「その他」の区分の資産  22,387  3,690

全社資産（注）  2,562,848  2,315,940

連結財務諸表の資産合計  20,638,933  25,466,912
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（単位：千円）

（注）調整額は、主に報告セグメントに帰属しない研究開発部門に関するものであります。  

   

（注）１．なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。  

その他の項目 

報告セグメント計 その他 調整額 連結財務諸表計上額 

前連結会
計年度 

当連結会
計年度 

前連結会
計年度 

当連結会
計年度 

前連結会
計年度 

当連結会
計年度 

前連結会
計年度 

当連結会
計年度 

減価償却費  1,306,729 1,374,377 586 261 3,004  2,628 1,310,320 1,377,267

有形固定資産
及び無形固定
資産の増加額 

 2,201,494 6,105,343 ― ― 422  161,358 2,201,916 6,266,701

（１株当たり情報）

  
  
  

前連結会計年度 
（自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,266円68銭 1,275円23銭 

１株当たり当期純利益金額 130円08銭 29円54銭 

  
前連結会計年度 

（自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当期純利益（千円）  1,399,364  317,763

普通株主に帰属しない金額 

（千円） 
 －  －

普通株式に係る当期純利益 

（千円） 
 1,399,364  317,763

普通株式の期中平均株式数（株）  10,757,869  10,757,519

（重要な後発事象）
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①  代表者の異動  

    該当事項はありません。 

②  その他の役員の異動  

  ・新任取締役候補 

取締役 執行役員管理本部長    下村 治（現 執行役員管理本部長） 

  

 該当事項はありません。 

４．その他

（１）役員の異動（平成24年6月21日付予定）

（２）その他
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